
横浜市休日一時保育事業実施要綱 

 

制 定 平成 28年３月 31日 こ保運 第 3633 号（局長決裁） 

最近改正 令和４年３月 31 日 こ保運 第 2029号（局長決裁） 

 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、日曜・祝日等に、保護者等の就労、疾病、冠婚葬祭への出席等の理

由により、保育を必要とする児童を保育するため、子ども・子育て支援法（平成 24 年

法律第 65 号）第 31 条第１項に基づく特定教育・保育施設及び第 43 条第１項に基づく

特定地域型保育事業者（以下「保育所等」という。ただし、特定教育・保育施設のうち

幼稚園、特定地域型保育事業者のうち家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業及び事業所

内保育事業を除く。）で実施される休日一時保育事業（以下「事業」という。）の実施に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱に定める用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）日曜等 

   日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）第３条に規定する 

  休日のうち、12 月 29 日から１月３日までを除いた日をいう。 

（２）年末 

   12 月 29 日、30 日及び 31 日をいう。 

（３）年始 

   １月１日、２日及び３日をいう。 

（４）区長 

   実施施設が所在する区の区長をいう。 

（５）福祉保健センター長 

   実施施設が所在する区の福祉保健センター長をいう。 

（６）利用者 

   事業を利用する児童の保護者等をいう。 

（７）事業実施者 

   保育所等を経営する者で、事業を実施するものをいう。 

 

（個人情報の保護） 

第３条 事業実施者は、事業の実施に際して得られた個人情報について、適正に管理する

こと。 

２ 事業実施者は、前項の個人情報を、事業の実施及び児童の福祉向上を図るためにのみ

使用し、その他の目的に使用してはならない。事業廃止後も同様とする。 



 

（関係機関への照会及び情報提供） 

第４条 事業実施者は、事業の実施及び児童の福祉向上を図るために必要な限りにおいて、

当該児童が利用する他の保育所、認定こども園、幼稚園（給付対象のみ）、小規模保育事

業、家庭的保育事業、事業所内保育事業に、事業実施日以外の日における保育状況等に

ついて照会し、又は当該児童が事業を利用した後、利用日の保育状況等について情報提

供することができる。 

２ 当該児童が利用する他の保育所、認定こども園、幼稚園（給付対象のみ）、小規模保育

事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業は、事業実施者から当該児童の保育状況につ

いて照会を受けたときは、保育実施に必要な情報等を提供するものとする。特に、横浜

市障害児等の保育・教育実施要綱（以下「障害児等要綱」という。）に規定する児童であ

る場合には、必ず横浜市休日一時保育事業児童・家庭状況調書（第１号様式）の利用確

認書備考欄に必要な記載を行うこと。 

３ 利用者は、第 18 条から第 21 条に規定する手続きを行うことで、事業実施者が行う前

項の照会及び情報提供について同意したものとみなす。 

 

（関係書類の保存） 

第５条 事業実施者は、本要綱に基づき作成又は受領した書類について、作成又は受領 

 した日の属する年度の終了後、５年間保存すること。 

 

（関係法令等） 

第６条 本要綱に定めのない事項は、児童福祉法及び関係法令・通知等に定めるところに 

 よるものとする。 

 

第２章 事業の実施 

 

（実施主体） 

第７条 この事業の実施主体は、事業実施者とする。 

 

（事業内容） 

第８条 事業内容は次のとおりとする。 

（１）横浜市一時保育事業実施要綱第４条第１項第１号から第３号のいずれかの要件によ

り、日曜等、年末及び年始に保育を必要とする場合に、当該児童を保育する事業。 

（２）保育所、認定こども園、小規模保育事業、家庭的保育事業及び事業所内保育事業及

び横浜保育室を利用中の児童（横浜市休日保育実施要領に規定する休日保育の利用承

諾決定した児童を除く）が、日曜等、年末及び年始に保育を必要とする場合に、当該

児童を保育する事業。 

 

  

 



２ 事業実施者は、前項各号に掲げる事業の全てを実施するものとする。 

 

（対象児童） 

第９条 本事業の対象児童は、前条に該当する０歳から就学前（就学猶予中の場合を含む。）

の児童とする。 

２ 児童の年齢は、当該年度の初日の前日における満年齢とし、年度途中に誕生日を迎え

ても変更しないものとする。 

 

（実施施設の要件） 

第 10 条 本事業を実施する保育所は、次の各号に掲げる要件を全て満たすものであること。 

（１）社会福祉法人等が設置する、本市に所在する保育所等であること。 

（２）事業を担当する職員として、保育士が１人以上配置されていること。 

（３）職員について 

  ア 事業実施責任者 

 本事業を統括し管理する者として事業実施責任者を置き、事業に従事しない場合

においても、常時連絡が取れる体制を確保すること。 

  イ 配置すべき職員 

    保育従事者を配置すること。 

  ウ 必要となる保育従事者 

   常に２人以上であること。ただし、保育所等においては受け入れ人数の状況によ

り、次の基準を満たすこと。ただし小規模保育事業においては、職員配置は小規

模事業の事業類型に応じ、横浜市家庭的保育事業等の整備、運営等の基準に関す

る条例（平成 26 年条例第 47 号）に規定するとおりとする。 

（ア）乳児（０歳児）３人につき保育従事者１人 

（イ）１歳児４人につき保育従事者１人 

（ウ）２歳児５人につき保育従事者１人 

（エ）３歳児 15 人につき保育従事者１人 

（オ）４歳以上児 24 人につき保育従事者１人 

 

  エ 有資格職員の数 

    必要となる保育従事者の２分の１以上、かつ最低１人は保育士の資格を有してい 

なくてはならない。 

  オ 保育士資格を持たない保育従事者 

    保育士資格を持たない保育従事者は、都道府県、市町村又は都道府県知事若しく 

    は市町村長の指定した研修事業者が実施する研修を受講するものとする。 

 

（４）保育時間 

   １日８時間以上開所することとする。ただし、この時間帯を含み、この時間帯の前

又は後に延長して保育を実施することができる。 

 



（５）保育内容について 

  ア 保育内容 

    保育所保育指針（平成 20 年厚生労働省告示第 141 号）に基づき、児童が健康、 

安全で情緒の安定した生活ができる環境を用意すること。また、健全な心身の 

発達を促すため、健康状態、遊び、昼寝等につき、児童の個別的な状況に配慮 

した内容とすること。 

  イ 保護者との連携 

    保護者と確実に連絡が取り合える体制を整えること。保育内容について、理解 

   協力を得られるようにすること。 

  ウ 食事 

    衛生面に十分注意して、適切に食事及びおやつ等を提供すること。 

  エ 健康診断等 

    職員に対しては年１回以上健康診断を行うこと。 

  オ 保健衛生 

    必要な医薬品等を常備すること。また、密接に医療機関との連携を図ること。 

  カ 防犯体制 

    不審者の侵入防止などの対策を整備すること。また、児童の送迎を行う者の確認 

   を徹底すること。 

 

（事業の実施日） 

第 11 条 事業の実施日は、日曜等、年末及び年始とする。ただし、事業の利用予定者がい

ない日については実施を要しない。 

 

（事業実施日の特例） 

第 12 条 事業実施者は、日曜等、年末及び年始において事業を実施しない日を設ける場合

は、事業を実施しない日を設ける月の２か月前まで、休日一時保育未実施日届（第７号

様式）により、区長に届け出ること。ただし、４月及び５月に日曜等において事業を実

施しない日を設ける場合は、事業を実施しない日がある月の前月５日までに、区長に届

け出ること。 

 

（事業の開始） 

第 13 条 新たな事業実施者は、事業を開始しようとする月の前月 10 日までに、横浜市休

日一時保育事業実施届（第８号様式）により、区長に届け出ること。 

 

（事業実施内容の変更） 

第 14 条 事業実施者は、事業の実施内容を変更する場合は、実施内容を変更しようとする

月の前月 10 日までに、横浜市休日一時保育事業実施内容等変更届（第９号様式）により、

区長に届け出ること。 

 

 



（事業の廃止） 

第 15 条 事業実施者は、事業を廃止しようとする場合は、事業を廃止しようとする月の前

月 10 日までに横浜市休日一時保育事業廃止届（第 10 号様式）により、区長に届け出る

こと。 

２ 事業を廃止するにあたっては、市と十分な協議を行うこと。 

３ 事業を廃止するにあたっては、事前に利用者へ周知し、利用者の不都合とならない 

 よう十分に配慮すること。 

 

（こども青少年局長への通知） 

第 16 条 区長は、第 13 条から第 16 条に規定する届け出を受理したときは、当該届け出の

写しをこども青少年局長に提出することとする。 

 

 

第３章 事業の利用 

 

（児童・家庭の状況等の把握） 

第 17 条 事業実施者は、安全で安心な保育を提供するために、オリエンテーションを実施

するなどにより、児童及び家庭の状況等の把握に努めること。 

２ 利用者は、初回利用の前又は初回利用申請時に、横浜市休日一時保育事業児童・家庭

状況調書（第１号様式）を事業実施者に提出するとともに、実施施設が保育を実施する

うえで必要となる児童及び家庭の状況等について、情報提供するよう努めるものとする。

特に、障害児等要綱に規定する児童である場合や、配慮が必要な事柄がある場合には、

必ずその旨を知らせ、身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳等の交付

を受けている児童については、その写しを提出すること。 

 

（児童・家庭の状況等の変更） 

第 18 条 利用者は、前条による児童・家庭の状況等について変更が生じた場合、又は 

 事業を利用する見込みが無くなった場合は、横浜市休日一時保育事業児童・家庭状況調

書内容変更等届（第２号様式）により、速やかに事業実施者に届け出ること。 

 

（利用者の記録の整備） 

第 19 条 事業実施者、福祉保健センター長及び市長は、対象児童について利用者の記録を

整備し、その事由、利用日時、保育期間等を明らかにしておくものとする。 

 

（利用申請） 

第 20 条 利用者は、利用したい日時・理由等を緊急な場合を除いて、原則として利用を希

望する日の７日前までに、事業実施者の定める方法により、申請するものとする。なお、

年末年始保育については、事業実施者が定める日（利用希望日から最大 14 日前まで）

までに申請するものとする。ただし、事業実施者は利用申請の締め切り日を過ぎた場合

でも、受入が可能であれば、引き続き申請を受け付けること。 



２ 利用者は、利用申請の内容に変更が生じた場合は、速やかに事業実施者に届け出るこ

と。 

 

（利用の可否の決定） 

第 21 条 事業実施者は、利用申請を受理したときは、この要綱及び利用希望日の受入れ状

況等に基づき審査し、次に掲げるとおり利用の可否を決定する。 

（１）承認 

   本要綱に定める対象児童の要件に該当し、かつ利用希望日の受入れが可能な場合、 

  利用を承認する。 

（２）保留 

   本要綱に定める対象児童の要件に該当する場合であっても、利用希望日の受入れ  

状況等の理由により利用ができない場合は、利用を保留する。 

（３）不承認 

   本要綱に定める対象児童の要件に該当しないと認められるとき、又は利用希望日の 

  受入れ状況等の理由により利用ができない場合は、利用を不承認とする。 

 

（利用不承認の特例） 

第 22 条 事業実施者は、事業の利用を承認した利用者が、利用日３日前を過ぎてからの辞

退、又は利用当日に登園しないなどの行為を繰り返し、他の利用者の利用を阻害してい

ると認められる場合は、予め当該利用者に通告したうえで、利用を差し止めることがで

きる。 

２ 前項の場合、当該利用者は、改めて第 18 条に規定する手続きを行った後でなければ、 

 事業を利用することはできない。 

 

（利用の可否の通知） 

第 23 条 前条の決定を行ったときは、事業実施者は利用者に通知するものとする。 

２ 保留の決定を行った場合で、その後の申し込み状況等の変化により利用可能となった 

 ときは、事業実施者は、当該利用者にその旨を通知するものとする。 

 

 

（費用負担） 

第 24 条 利用者は、事業の利用にあたって、事業実施者の定める方法により、利用料（給

食・おやつ代及び延長時間を設定している場合の延長利用料を含む。以下同じ）を、利

用日以前、又は利用当日に、事業実施者に支払う。 

２ 利用料等は、別表第２に定めるガイドライン（上限額）を超過しないこと。 

３ 事業実施者は、利用料以外の費用の徴収については、保育の実施に必要不可欠なもの 

 に限り、実費の範囲内で利用者に負担を求めることができる。この場合、必要な費用の 

 内容、金額等を予め明示した上で、利用者の理解を得るよう努めること。 

４ 事業の利用を辞退しようとする保護者は、事前に事業実施者に申請するものとする。

利用申込をした利用者が、事業実施者が定めた期日までに辞退の申請をすることなく利



用しなかった場合には、事業実施者はあらかじめ利用者の同意を得たうえで、その利用

申込の内容どおりに利用した場合に支払うべき利用料等（給食・おやつ代、延長時間を

設定している場合には延長利用料及び夜間一時保育時間を設定している場合には夜間一

時保育料を含む。）の額を上限として、利用者からキャンセル料を徴収することができる。 

 

（費用負担の減免） 

第 25 条 事業実施者は、次の各号いずれかに該当する利用の場合、前条第１項に規定する

利用料等（ただし、給食・おやつ代についてはこの条の規定に限り除外）について、全

額を減免すること。 

 

（１） 本市在住の児童であって、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）による被保護世

帯、又は直近の市民税が非課税の世帯に属する児童であること。 

（２） 本市在住の児童であって、児童扶養手当法（昭和 36 年法律第 238 号）第６条１項

の認定を受けている者又は公的年金給付を受給しているひとり親等で、同法第９条か

ら第 11 条までに規定する支給の制限のうち、全部の支給の制限とならない政令で定め

る所得額の者が監護する児童であること。 

（３） 本市在住の児童であって、事業内容が緊急・リフレッシュである多胎児と確認でき

た児童であること。なお、多胎児のうちの 1 人での預かりについても対象とする。ま

た、多胎児のきょうだいは対象外とする。 

２ 前項の減免を受けようとする利用者は、前項各号に該当することを証する書面を利用

日より前または利用日当日に事業実施者に提出すること。また、事業実施者は、当該書

面の写しを第３号様式に添付して市長に提出する。ただし、考慮すべき事情等で提出が

利用日後になった場合については、市長が認めた場合のみ減免を適用する。ただし、利

用日の属する年度に限ることとし、既に支払った利用料等は減免の対象とはならない。 

  

３ 第１項第１号に定める生活保護法による被保護世帯については、前項に定める手続き

により、減免対象となった日から第１項に定める減免を適用する。なお、前項ただし書

きの規定に関わらず、既に支払った利用料についても減免の対象とする。 

 

（費用負担の特例） 

第 26 条 利用者が利用日の３日前を過ぎて利用を辞退した場合、又は利用当日に登園し 

 なかった場合に係る利用料について、事業実施者は、利用申請の内容に基づく利用料の 

 全額又は一部を、利用者に請求することができる。 

２ 事業実施者は、当該利用に係る利用料を事前に受領している場合、その全額又は一部 

 を、前項の請求に充てることができる。 

 

 

 

 

 



 

 

第４章 助成金等 

 

（助成金） 

第 27 条 市長は、事業の実施に要する経費について、次の各号に掲げるとおり助成する。 

（１）基本助成 

   事業実施に最低限必要となる経費として、事業を実施する日数及び開所時間に応じ

て、別表第３に掲げるとおり助成する。事業を実施する日数には、利用者がいなかっ

た日を含めない。 

（２）利用児童加算助成 

   第 10 条第３号の規定による保育従事者の適正な配置を確保するため、毎月の延べ利

用児童数の年齢別内訳及び開所時間に応じて、別表第４に掲げるとおり助成する。 

（３）被保護世帯・市民税非課税世帯等減免分助成 

   第25条第１項第１号の規定による利用料等の減免があった場合、別表第２に掲げる

額を上限とし実施施設が実際に減免した額を助成する。 

（４）ひとり親世帯等減免分助成 

第25条第１項第２号の規定による利用料等の減免があった場合、別表第２に掲げる

額を上限とし、実施施設が実際に減免した額を助成する。 

（５）事業内容が緊急・リフレッシュである多胎児減免分助成 

第25条第１項第３号の規定による利用料等の減免があった場合、別表第２に掲げる

額を上限とし、実施施設が実際に減免した額を助成する。 

（６）障害児等受入加算助成 

市長は、保育児童の処遇向上を図るため、障害児等要綱に規定する児童の利用があ

った場合、別表第５に掲げるとおり助成する。 

（７）多胎児受入加算助成 

   市長は事業内容が緊急・リフレッシュである多胎児の利用があった場合、別表第６

のとおり助成する。 

２ 前項第２号の助成は、別表第２に定めるガイドラインの上限額を超える利用料金を設

定している事業実施者は助成対象外とする。 

 

（利用状況の報告） 

第 28 条 事業実施者は、事業の利用状況について、横浜市休日一時保育事業利用状況報告

書（第３号様式）により、翌月末日までに市長に報告すること。 

 

（助成金の状況報告） 

第 29 条 事業実施者は、事業の利用状況等に基づく毎月の助成金額について、横浜市休日

一時保育事業助成金状況報告書（第４号様式）を、翌月末日までに、市長に提出するこ

と。 

 



 

 

（助成金の請求） 

第 30 条 事業実施者は、事業実施に係る助成金について、横浜市休日一時保育事業助成金

請求書（第５号様式）により、次の各号に定めるとおり市長に請求する。 

（１）上半期（４月～９月）終了後、上半期分について 10 月 15 日までに請求する。 

（２）当該年度終了後、下半期（10 月～３月）分について４月 15 日までに請求する。 

 

（差額の報告と請求） 

第 31 条 基本助成及び他の助成の額が遡及して変更となった場合には、横浜市休日一時保

育事業助成金差額内訳報告書（第 12 号様式）により、第 31 条に規定する請求が完了し

ている助成金との差額について、市長に報告し、横浜市休日一時保育事業助成金差額（追

加）請求書（第 13 号様式）により、市長に請求する。 

 

（助成金の経理） 

第 32 条 事業実施者は、本要綱に基づく助成金を受領したときは、「社会福祉法人会計基

準の制定について」（平成 12 年 2 月 17 日 厚生省社援第 310 号通知）に基づき、適正

に管理し、本事業の実施に係る経費以外にこれを流用してはならない。 

 

（助成金の返還等） 

第 33 条 市長は、助成金の交付を受けた者が、前条に違反したと認められる場合、必要な

手続きや書類の提出を行わない場合、若しくは本市の指導に従わない場合には、交付済

みの助成金の全部又は一部について、返還を命じることができるとともに、当該年度中

に交付が見込まれる助成金の交付を差し止めることができる。 

 

（実施結果報告書の提出） 

第 34 条 事業実施者は、事業を実施した年度が終了したとき、又は事業を廃止したときは、

横浜市休日一時保育事業実施結果報告書（第６号様式）により、区長に事業の実施結果を

報告すること。 

２ 前項の報告の提出期限は、事業を実施した年度が終了したときは翌年度４月末日、事

業を廃止したときは事業実施最終月の翌月末日までとする。 

 

（障害児等受入加算助成の加算区分の申請） 

第 35 条 事業実施者は、第 27 条第４項に規定する児童の利用があった場合は、その児童

が本市の保育所等を利用中でないときは、横浜市休日一時保育事業障害児等受入加算適

用申請書（第 14 号様式）に、障害児等要綱に規定する児童状況書（同要綱第１号様式）

及び児童状況確認書（同要綱第２号様式若しくは第２号様式の２）並びに障害児等要綱

に規定された児童については各手帳の写しを添付して、福祉保健センター長に対し、障

害児等受入加算助成の適用を申請する。なお、本市の保育所等を利用中であれば、横浜

市休日一時保育事業障害児等受入加算適用申請書（第 14 号様式）のみを用いて申請し、



区分については、障害児等要綱で決定されたものと同様とする。 

２ 本市の保育所等を利用中で障害児等要綱に規定する障害児保育教育対象児童等の保育

士・教諭の加配区分の認定を受けていない児童については、助成対象としない。 

３ 当該児童が翌年度も引き続き事業を利用する場合は、新年度に改めて適用を申請する

こと。 

 

（障害児等受入加算助成の助成区分の決定） 

第 36 条 福祉保健センター長は、前条の申請を受けたときは、障害児等要綱の規定に準じ

て、別表第５に掲げる障害児等受入加算助成の区分を決定する。なお、本市の保育所等

を利用中で、横浜市における保育・教育に係る向上支援費等取扱要綱における障害児等

受入加算支給対象児童の場合は、本事業においても同様の区分で決定すること。 

２ 福祉保健センター長は、前項の決定をしたときは、横浜市休日一時保育事業障害児等

受入加算助成適用決定通知書（第 15 号様式）により、事業実施者に通知する。また、事

業実施者は、当該通知書の写しを第３号様式に添付して市長に提出する。 

３ 障害児等受入加算助成の支給開始日は、福祉保健センター長が決定する。ただし、利

用日の属する年度に限ることとする。 

  

（助成条件） 

第 37 条 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの助成金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに、消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額報告書（第 16 号様式）に必要な書類を添付し、市長へ提出すること。 

  なお、事業実施者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）

であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消

費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告に基づき

報告を行うこと。 

また、市長に報告を行った後、当該仕入控除税額を市に納付すること。 

 

附 則 

（施行） 

第１条 本要綱は平成 28 年４月１日から施行し、施行の日から適用する。 

 

（横浜市休日保育事業実施要綱の廃止） 

第２条 本要綱の施行に伴い、横浜市休日保育事業実施要綱は廃止する。 

 

（経過措置） 

第３条 本要綱施行の際、廃止前の横浜市休日保育事業実施要綱に基づいてなされる手続

き等については、なお従前の例による。 

２ 本要綱の適用日前の休日保育の利用に係る助成金の支給の取り扱いについては、なお

従前の例による。 

３ 本要綱施行の際、改正前の横浜市休日保育事業実施要綱の規定により作成された様式



は、なお当分の間これを適宜修正の上使用することができる。 

４ 本要綱施行の際、本要綱の改正前になされた手続その他の行為は、この要綱による施

行後の要綱の相当規定によりなされた手続その他の行為とみなす。 

 

（利用申請） 

第４条 本要綱第 20 条における「年末年始保育については、事業実施者が定める日（利

用希望日から最大 14 日前まで）までに申請するものとする。」については、平成 31 年

４月 28 日（日）から５月６日（月）の大型連休中の保育にも適用するものとする。 

 

  附 則 

この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う登園自粛要請期間の延べ利用児童数につい

て） 

１ 新型コロナウイルス感染症の流行に伴う市からの登園自粛要請により、利用者の減少

した事業実施者のための支援として、第 28 条第１項第１号で掲げる事業を実施する日数

及び同項第２号に掲げる延べ利用児童数の算定方法は、それぞれ次のとおり取り扱う。 

（1）事業を実施する日数 

令和元年４月から６月各月の事業を実施する日数と、令和２年４月から６月各月の事

業を実施する日数を、各月毎に比較し、多い年度の月の事業を実施する日数を、令和２

年４月から６月各月の事業を実施する日数とみなす。 

（2）延べ利用児童数 

令和元年４月から６月各月の延べ利用児童数と、令和２年４月から６月各月の延べ利

用児童数を、各月毎に比較し、多い年度の月の延べ利用児童数を、令和２年４月から６

月各月の延べ利用児童数とみなす。 

２ 前項各号の算定方法により変更になった事業を実施する日数及び延べ利用児童数の取

扱いは、第 31 条に掲げる基本助成及び他の助成の額が遡及して変更となった場合に準ず

るものとする。 

３ この要綱は、決裁日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 



附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 



別表第１ 削除 
 

別表第２ 
 

 利用料等のガイドライン（上限）として、次のとおり定める。 

また、被保護世帯・市民税非課税世帯等減免分助成、ひとり親世帯等減免分助成及び事

業内容が緊急・リフレッシュである多胎児減免分助成の額は、実際の利用料と、次の各

区分に掲げる額のうち、いずれか低いほうの額とする。 

区分 利用料 備考 

全日分 
３歳未満児 ３，３００円（１人・１ 日 あたり） 原則保育時間（９時～17時） 

において、６時間を超えて 

利用があった場合に適用 ３歳以上児 １，８００円（１人・１ 日 あたり） 

時間分 
３歳未満児   ４２０円（１人・１時間あたり） 原則保育時間内の利用が 

６時間以内の場合、 

及び延長時間帯に適用 ３歳以上児   ２３０円（１人・１時間あたり） 

給食・おやつ代 ４００円（１人・１ 日 あたり） 
給食・おやつ等を提供した

場合の徴収額 

 ※給食・おやつ代には、18 時 30 分を超えて利用する児童に係る夕おやつ又は夕食代 

  を含まない。 

 

 

別表第３ 

 基本助成の額は、事業を実施する日数に応じて、次の各区分に掲げる額とする。 

なお、事業の開所時間により、８時間実施施設又は 11 時間実施施設の単価を適用する。 
 

基本助成 

助成額（実施１日あたり） 

８時間実施施設 11 時間実施施設 

２１，２３０円 ２８，５７０円 

８時間実施施設 ： 事業実施時間が８時間の施設 

11時間実施施設 ： 事業実施時間が８時間を超える施設 

別表第４ 

利用児童加算助成の額は、毎月の延べ利用児童数の年齢別内訳に応じて、次の各区分に 

掲げる額とする。 

なお、事業の開所時間により、８時間実施施設又は11時間実施施設の単価を適用する。 

 

利用児童加算助成 

助成額（延べ利用 1 人あたり） 

８時間実施施設 11 時間実施施設 

５，２８０円（3歳未満児） ５，９３０円（3歳未満児） 

２，５００円（3歳以上児） ２，８２０円（3歳以上児） 



 

別表第５ 

障害児等受入加算助成の額は、要支援の程度により、次の各区分に掲げる額とする。 
 

区分 配置 児童 1 人あたり（日額） 

Ａ区分 １：１相当 ９，１８０円 

Ｂ区分 ２：１相当 ６，７００円 

Ｃ区分 ３：１相当 ４，３５０円 

 

 

 

別表第６ 

 事業内容が緊急・リフレッシュである多胎児の利用があった場合、次に掲げる額を助成

する。 

児童 1 人あたり（日額） 

３００円 

 


